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１．はじめに

法人税は法人利潤を減らすため、理論的には投資に影響を与える。そのため投資を増や

すには法人税を引き下げる必要がある。このような法人税の議論において、法人税の引き

下げは、どのような実効税率で考えればよいのだろうか。

法人実効税率には、法人税と法人事業税・住民税の税率を合わせた表面税率である財務

省型実効税率（法定実効税率）、税率と課税ベースの両方を考慮している平均実効税率、

企業が追加的な投資をする時にどれだけの税負担があるのかを表す限界実効税率の３つの

考え方がある２）。このようにさまざまな法人税負担の指標があるなかで、財務省型実効税

率（法定実効税率）を引き下げるのが良いのか、これまでの法人税研究で行われてきた限

界実効税率を引き下げるのが良いのか、平均実効税率を引き下げるのが良いのか、それと

も投資に中立的であるキャッシュ・フロー法人税と現実の法人税の差、つまり歪みを表す

GKS実効税率を引き下げるのが良いのか、を見極める必要がある。

そのため、それぞれの法人税の指標と投資の関係を見る必要がある。その際、マクロデ

ータ（集計値）による法人税の分析に限界がある。なぜなら、法人税制は企業に対して一

律に適用されるが、課税ベースは個々の企業の財務内容を反映するため、その効果はそれ

ぞれ違う。そこで実証分析では個別企業のミクロデータを使って分析する必要がある。

このような問題意識の中で本稿では、税率と課税ベースの両方を考慮した平均実効税率

と限界実効税率の１つであるGKS実効税率を取り上げ、日経財務データに掲載されている

４，９４３社を対象に、法人税と投資の関係を検証する。

２．平均実効税率と限界実効税率の分析方法

平均実効税率とは、税率と課税ベースの２つの要因を考慮した企業の税負担であり、本

稿では林田（２０１２）に則った平均実効税率を計測する。つまり企業の税負担とは、「経済

的所得３）」に対してどれだけの税負担があるのか、と考える。

「経済的所得」とは、正味資産の実質価値の変化額を表している。ここでの平均実効税

率の計算方法は以下の通り、（１）式で計測した４）。
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税負担率＝
法人税、住民税および事業税 法人税、住民税および事業税

経済的所得 税引前利益＋引当金＊
＝ （１）

引当金＊＝「貸倒引当金」＋「貸倒引当金・投資損失引当金」

＋「賞与引当金・未払賞与」

＋「その他短期引当金」＋「退職給付引当金（退職給与引当金）」

＋「役員退職慰労引当金」＋「その他長期引当金」

限界実効税率とは、理論モデルを使用し、税法で最も重要とされる側面と、行動反応の

最も重要な種類を考慮した計測方法である。限界実効税率にはいくつかの計測方法があり、

伝統的には、税制と設備投資の関係についてHall and Jorgenson（１９６７）などが開発した租

税調整済み資本コスト、King（１９７４）が開発した投資家による安全資産と危険資産の資産

選択を考慮したモデル、また、別の流れとしてSummers（１９８１）などによる租税調整済み

トービンのQ（Tax−adjusted Q）による分析手法がある。

本稿では限界実効税率を改良したGKS実効税率を採用した。GKS実効税率とは、Hall 

and Jorgenson（１９６７）によって開発された限界実効税率を改良し、税の歪みとして、現行

法人税とキャッシュ・フロー法人税との差を使い、限界実効税率では無視されていた税法

や企業行動等の影響が含まれているものである。またGKS実効税率を計測することによっ

て、現行法人税制の負担の歪みをみることができる５）。

GKS実効税率について簡単に述べると、設備投資を歪めないキャッシュ・フロー税のR

ベース６）と現行法の下で集められた税とを比較することに着目したものである。TCtをt年

の既存の税制の下で徴収された税金とする。TRtはt年のキャッシュ・フロー法人税のRベ

ースの下で徴収されたであろう税金とする。この違いは、金融資産（配当、利子、キャピ

タルゲイン）からの税収や控除から集められた正味の税額と、新規投資額（取得価格）を

一括で計上する代わりに、減価償却として新規投資額をその資産が使用できる期間にわた

って費用配分することによる税収入との和の影響に等しい。ここでは個人税のない法人部

門のみからなる経済の中で考えている。すると、以下の数式が成り立つ。

TCt－TRt＝u（It－∫s∞＝０ds，t－sIt－sds）　 （２）

uは法人税率、ds，t−sは、s年からの資本財で、t−s年に有効であった税法に基づいて購入

されたものに対しての経済的減価償却である。t−s年の購入された資本財はIt−sとして記さ

れる。

税法は変わらず、実質投資はr率で成長していると仮定すると、これらは、u（r＋d）（１

−z）K＝∆Kとなり、∆はu（r＋d）（１−z）と定義される。Kは資本ストックである。mGKS

を測定するために、以下の定義をおく。
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mGKS＝（１－u）r＋（TCt－TRt）／ K

（TCt－TRt）／ K （３）

mGKS：GKS実効税率

TC：既存の税制の下で徴収された税金

TR：キャッシュ・フロー法人税のR−baseの下で徴収されたであろう税金

K：資本ストック　r：割引率　u：法人税率

このように定義をおくことによって、税金が投資の阻害要因となることを正しく特定化

しているといえる７）。

TRtの推計について、GKS実効税率では資本課税を見積もるために開発された為、Rベー

スを使っているが、キャッシュ・フロー法人税の課税ベースは、実物取引による資金収支

であるRベースと、長期や短期の借入れとその返済及び金融資産の売買により資金収支に

利子の受取利子を加え、支払利子を引くFベースを加えたR＋Fベースの方が、より現実に

即しているため、本稿の分析ではR＋Fベースを採用する。

『ミードレポート』で提案されているキャッシュ・フロー課税ベースを、ここでは日経

財務データの貸借対照表、損益計算書のデータから試算する。「税引前利益」を元に、現

金の流出入を試算していく。一例として、設備投資（有形固定資産の購入）は、現金で購

入すれば同額の資金の流出が生じるが、費用は減価償却によって計上される。したがって、

キャッシュ・フローを求めるには、減価償却を足し戻して資産購入額を資金流出額としな

ければならない。また引当金等への繰入も資金の流出を伴わないので、キャッシュ・フロ

ーを計算する際には費用として計上されている引当金繰入額を足し戻さなければならな

い。

財務データをキャッシュ・フロー課税ベースに変換するために、田近・油井（２０００）に

倣い、以下のように試算する。なお、式中の△は対前期変化額で、「当期」−「前期」で

算出している。

Rベース８）：

　　R＝税引前利益＋キャッシュ調整＊＋△引当金・準備金＋減価償却費

　　　　＋繰延資産当期償却額−固定資産純購入額−棚卸資産純購入額

　　　　−研究開発費等繰延資産購入額 （４）

　キャッシュ調整＊＝−前期役員賞与−△受取手形等＋△支払手形等

　　　　　　　　　  −固定資産売却益（純）−棚卸資産売却益（純）

　　　　　　　　　  −受取利息＋支払利息−受取配当−有価証券売却益（純）

　　　　　　　　　  ＋有価証券評価損＋租税公課＋△未払い法人税等 （５）
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Fベース：

　　F＝［調整後負債増分］−［調整後資産増分］＋［受取利息−支払利息］ （６）

　　調整後負債増分＝△L−△引当金・準備金−△支払手形等−△未払法人税等 （７）

　　調整後資産増分＝△A−△受取手形等−△固定資産−△棚卸資産

　　　　　　　　　　−△投資有価証券（株式）・出資金＋有価証券売却益（純）

　　　　　　　　　　−有価証券評価損 （８）

△L＝負債の対前期変化額

△A＝資産の対前期変化額

法人税率uは、『財政金融統計月報：租税特集』より、表面税率を足し合わせた財務省型

実効税率を使った。TRは上記のRベース、FベースをあわせたR＋Fベースのキャッシュ・

フロー課税ベースを計測し、それぞれの年度の財務省型実効税率を掛け合わせて求める。

TCは、実際に支払った日経財務データの法人税、住民税及び事業税を使う。

次に、割引率rは、個々の企業が直面している利子率を推計するために、下記の式に従

って個別企業ごとに計算した。

（９）ｒ＝
支払手形＋短期借入金＋長期借入金＋長期支払手形

支払利息・割引料

Ｋについては、建物・構築物、機械装置及び運搬具、工具・器具及び備品、リース資産、

その他償却対象有形固定資産を足し合わせた償却対象有形固定資産を使った。

投資率の推計については、日経財務データより「有形固定資産合計」から「土地・その

他」「建設仮勘定」を除外した、「建物・構築物」「機械装置及び運搬具」「工具・器具及び

備品」「その他償却対象有形固定資産」を使用した。投資率の考え方としては、企業所有

の有形固定資産合計（「土地・その他」「建設仮勘定」を除外）に対する今期の投資額とす

る。今期の投資額は「当期有形固定資産合計（「土地・その他」「建設仮勘定」を除外）」

−「前期有形固定資産合計（「土地・その他」「建設仮勘定」を除外）」を計測した。投資

率に関しても、異常値として投資率が１００以上の企業は除いている。

（１０）投資率＝
「有形固定資産合計」

「当期有形固定資産合計＊」－「前期有形固定資産合計」

有形固定資産合計＊＝「建物・構築物」＋「機械装置及び運搬具」

　　　　　　　　　  ＋「工具・器具及び備品」

　　　　　　　　　  ＋「その他償却対象有形固定資産」 （１１）

使用データは日経財務データで、東京・大阪・名古屋・JASDAQなど証券取引所の上場

全社、および非上場の有価証券報告書提出会社（東証外国部及び銀行・証券・保険会社は

除く）の４，９４３社（２００８年度）掲載されている９）。
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分析期間は１９８７年度から２００８年度、黒字法人１０）のみを抽出して計測する。表１は、今回

用いたデータの基本統計量である。

表１　基本統計量（１９８７−２００８年度、黒字法人のみ）

GKS
実効税率

税金等調整前
当期純利益 投資率 平均実効税率

平均 ０．３０８ ４，９９８．６１５ ３．１４８ ０．３１１

標準誤差 ０．０４９ ９５．５９１ ２．７５６ ０．００１

中央値（メジアン） ０．２２３ ９８６．０００ ０．０００ ０．３３９

標準偏差 １２．７３７ ２４，８２７．３０９ ７１５．７６３ ０．１７７

分散 １６２．２２３ ６１６，３９５，２５２．８２３ ５１２，３１６．０３２ ０．０３１

最小 −１，７０２．１４６ １．０００ −１．０００ ０．０００

最大 １，４６６．８７５ ２，２２７，０７１．０００ １８５，７４７．５００ ８．４００

標本数 ６７，４５７ ６７，４５７ ６７，４５７ ６７，４５７

日経財務データより作成。

３．分析結果

日経財務データを使って平均実効税率、GKS実効税率の実効税率を推計し、それらの実

効税率と投資との関係からそれぞれの実効税率の特徴を比べた。図１は財務省型実効税率、

個別企業ごとに推計した税負担率とGKS実効税率を年度ごとに平均値を算出して比較した

ものである。個別企業ごとに推計した平均実効税率は年度間にそれほど大きく変動してい

ないが、GKS実効税率は時系列でみると、変動していることがわかる１１）。

図２は業種別GKS実効税率を推計したものをレーダーチャートで表したものである。キ

ャッシュ・フロー法人税が赤字法人の場合を（GKSマイナスのみ）とし、キャッシュ・フ

ロー法人税が黒字法人の場合を（GKSプラスのみ）、そしてキャッシュ・フロー法人税の

赤字法人と黒字法人を合わせたものを（全体）としてわけたものを、それぞれ業種別でみ

たものである。キャッシュ・フロー法人税が黒字法人のGKS実効税率は、業種別での歪み

はあまりないが、キャッシュ・フロー法人税が赤字法人のGKS実効税率は、特に「水産」

「その他金融」「不動産」などのGKS実効税率が低く、業種間での歪みは大きいことがわか

る。
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図１　法人実効税率の比較

日経財務データより作成。

図２　業種別GKS実効税率の比較

日経財務データより作成。
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図３　平均実効税率の比較

日経財務データより作成。

図３は図２で推計した企業と条件を同じにするため、企業をキャッシュ・フロー法人税

が黒字法人のGKS実効税率、キャッシュ・フロー法人税が赤字法人のGKS実効税率、キャ

ッシュ・フロー法人税の赤字法人と黒字法人を合わせた全体GKS実効税率にわけ、それぞ

れの平均実効税率を推計し、レーダーチャートで示したものである。平均実効税率もGKS

実効税率と同じ傾向で、キャッシュ・フロー法人税が赤字法人である平均実効税率が一番

低くなっていることがわかる。

３－１．法人税負担と企業の投資行動

次に理論的にはそれぞれの実効税率と投資率との関係にマイナスの相関があるというこ

とを拠り所にして、法人税負担の引き下げを考えるために、上記で推計してきた平均実効

税率とGKS実効税率を使って、それぞれの実効税率と投資率との間にどのような関係があ

るかをみる。

表２は、平均実効税率と投資率との関係をみたものである。コントロール変数として、

年度と当期純利益を採用した。平均実効税率と投資率との関係はマイナスに有意であった。

つまり、平均実効税率が上がると投資率は下がるということで理論通りの結果であった。

それ以外に、当期純利益はプラスに有意で、このことは利益が多いと投資も増えるという

ことを意味している。

次に、表３はGKS実効税率と投資率の関係をみたものである。推計結果より、GKS実効

税率と投資率の関係は有意ではなかった。当期純利益のみ、プラスに有意であった。なぜ

GKS実効税率は有意ではなかったのだろうか。
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GKS実効税率は、キャッシュ・フロー法人税額と現行法人税額の差を税のくさびとして

おり、キャッシュ・フロー課税ベースには赤字（マイナス）と黒字がある。キャッシュ・

フロー課税ベースが赤字（マイナス）になるということは、投資を多くしたための税の還

付があることを表している。本稿でのキャッシュ・フロー課税ベースでの投資額の計算

は、資産（有形固定資産）と投資有価証券や有価証券、その処分損益等があり、本稿の赤

字（マイナス）のキャッシュ・フロー課税ベースデータを確認すると、有形固定資産より

投資有価証券等の金額が多いことがわかった。しかし本稿での投資率は２章で述べたよう

に、フローの有形固定資産の増減をストックの有形固定資産で除しているため、投資有価

証券等の投資には対応していない。そのことがGKS実効税率と投資率の関係が有意に出な

かった理由であると考えられる。そこでその部分を除外するために、GKS実効税率がマイ

ナスで推計されている企業を取り除いて、分析をやり直した。その結果が表４である。マ

イナスのGKS実効税率を除いて分析すると、GKS実効税率は投資率に対してプラスに有意

であった。

これらの結果より、平均実効税率は投資率に対してマイナスに有意であり、税率だけで

はなく、課税ベースも合わせた負担率を下げることによって投資を促進することができる

と考えられる。

GKS実効税率は、投資率に対しプラスに有意ということについては以下のように考えら

れる。

GKS実効税率は、２章で述べた理論式からわかるように、税の歪みの大きさを表す指標

である。それは、「税の歪みのないとき（キャッシュ・フローの時）の投資」と「税の歪

みのある時（現実の税制）の投資」との差を表している。

GKS実効税率がマイナスなる企業は、キャッシュ・フローの税額より現実の税額が小さ

いことを意味しており、つまりそのことは、現在の税制が投資促進的な税負担になってい

るということが言える。その原因として、繰越欠損金や租税特別措置などの存在が考えら

れる。
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表２　平均実効税率と投資率の関係

切片 平均実効税率 年度 当期純利益 補正 R２

係数 −６３１．４３２ −２６．５３４ ０．３２１ ０．０００ ９．５０７４６Ｅ−０５

ｔ −０．７０３ −１．６７２ ０．７１５ ２．３４３ 観測数

P−値 ＊ ＊＊ ６７，４５７

係数 −６７５．６６０ −２６．２９１ ０．３４４ ２．８５４９４Ｅ−０５

t −０．７５２ −１．６５６ ０．７６５ 観測数

P−値 ＊ ６７，４５７

係数 １０．７４９ −２８．６１５ ０．０００ ０．０００１０２３２７

t １．９１５ −１．８３４ ２．３５９ 観測数

P−値 ＊ ＊ ＊＊ ６７，４５７

係数 １２．０２８ −２８．５１９ ３．４６８８３Ｅ−０５

t ２．１５３ −１．８２８ 観測数

P−値 ＊＊ ＊ ６７，４５７

＊＊＊は１％、＊＊は５％、＊は１０％有意水準である。

表３ 　ＧＫＳ実効税率と投資率の関係

切片 GKS実効税率 年度 当期純利益 補正 R２

係数 −９１５．１８１ ０．００４ ０．４５９ ０．０００ ５．３６６１８E−０５

t −１．０３７ ０．０２０ １．０３９ ２．３３２ 観測数

P−値 ＊＊ ６７，４５７

係数 −９５６．６７４ ０．００６ ０．４８０ −１．２１０５７E−０５

t −１．０８４ ０．０２５ １．０８８ 観測数

P−値 ６７，４５７

係数 １．８４２ ０．００２ ０．０００ ５．２４８０４E−０５

t ０．６５５ ０．００８ ２．３５４ 観測数

P−値 ＊＊ ６７，４５７

係数 ３．１４７ ０．００３ −１．４８２２１E−０５

t １．１４２ ０．０１３ 観測数

P−値 ６７，４５７

＊＊＊は１％、＊＊は５％、＊は１０％有意水準である。

表４ GKS実効税率（キャッシュ・フロー課税ベースのマイナス分を除外）と投資率の関係

切片 GKS実効税率 当期純利益 補正 R２

係数 ０．１３０ ０．０８２ ０．００１０９９０５７

t １５．８１４ ７．５４０ 観測数

P−値 ＊＊＊ ＊＊＊ ５０，７６７

係数 ０．１３２ ０．０８３ ０．０００ ０．００１１８８８８５

t １５．９８２ ７．６２５ −２．３５９ 観測数

P−値 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊ ５０，７６７

＊＊＊は１％、＊＊は５％、＊は１０％有意水準である。
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４．むすび

法人税が投資に影響を与えていることは理論的にも証明されており、企業の投資を増や

すために法人税を減税する必要がある。その際に、ただ単に税率を引き下げればいいのか、

どのような税負担を下げれば投資を促進させることができるのかは、実証的な分析を必要

とする。

そこで本稿では、平均実効税率と限界実効税率の指標としてGKS実効税率を取り上げ、

日経財務データを使って個別企業レベルの分析をした。平均実効税率とは、利益に対して

どれだけの税を負担をしているかという指標であり、GKS実効税率とは、投資に中立的で

あるキャッシュ・フロー法人税と現実の法人税との差、つまり「歪み」を税のくさびとし

ているものである。

分析結果では、平均実効税率は投資率に対してマイナスに有意であった。このことより、

税率だけではなく、課税ベースも合わせた負担率を下げることによって投資を促進するこ

とができると考えられる。現行実効税率の歪みを表しているGKS実効税率と投資率との関

係は、プラスに有意であった。このことは、現行の税制が、投資促進的な税負担になって

おり、その原因として、繰越欠損金や租税特別措置などの存在が考えられることがわかっ

た。

その場合、キャッシュ・フローの税額より現実の税額が小さくなっているのはその時だ

けなのか、それとも租税特別措置などで特定の業種にのみ適用される制度になっているの

か等も検証しなければならない。また、税制の投資への影響を見る場合、このような繰越

欠損金や租税特別措置の制度を無視してはいけないことがわかった。

最後に残された課題として、①時系列１９８７−２００８年度までの分析しかできていないた

め、過去や近年の税制についての検証ができていない。そのため、１９６５−２０１７年度の分

析をする、②時代によって投資率への影響は同じなのか、異なっているのかの検証をしな

ければならない、③コントロール変数に収益率のようなものをいれなければならないので

はないか、④投資率の考え方で、本稿では有形固定資産のみしか考えていないが投資有価

証券なども考えていかなければならない、等がある。

注
　１）yhayashida@leh.kagoshima-u.ac.jp

　２）経済学的には、財務省型実効税率（法定実効税率）は、収益をどこの国に計上するかという決

定に影響し、平均実効税率はどこの国に投資をするかという企業の立地選択、限界実効税率は企

業の投資水準に影響するとされる。

　３）「経済的所得」とは「期中の期待収入＋期末の資本財価値−期首の資本財価値」もしくは、「期

中の収入から資本減耗（経済的減価償却）を控除したものとして定義される。辻山（１９９１）

　４）詳しくは、林田（２０１２）参照。

　５）Roger, Gordon, et al.（２００４）、林田（２０１２）参照。

　６）キャッシュ・フロー税のＲベースとは、実物取引のことである。詳しくは林田（２０１０）を参照。

　７）詳しくは、林田（２０１２）を参照。

　８）棚卸資産純購入額、棚卸資産売却益（純）、研究開発費等繰延資産購入額については、日経財務

データに収録がなかったため、ここでの計測から省いている。

　９）２０１５年度現在では６，７３９社掲載されている。
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　１０）法人税は所得に課される税であり、赤字法人には課税されないため、税負担を考える場合は赤

字法人を取り除かなければ正確な税負担率とはならない。

　　　ここでの黒字企業とは、「税金等調整当期利益」＞０かつ「法人税・住民税及び事業税合計」＞

０の企業である。業種別GKS実効税率、業種別平均実効税率、業種別投資率、業種別黒字法人の

会社数については付表を参照。

　１１）GKS実効税率が年度間で大きく変動していることについては林田（２０１２）を参照。
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　　　　　　　キャッシュ・フロー法人税
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付表１　業種別ＧＫＳ実効税率

製造業 水産 鉱業 建設 商社・
小売

その他
金融 不動産

海運空運
陸運運輸

倉庫
通信 電力・

ガス サービス

１９８７ ０．５７ ０．４４ ０．６２ ０．７２ ０．７０ ０．４３ ０．６０ ０．４４ ０．５０ ０．２２ ０．６８

１９８８ ０．５９ ０．４７ ０．６９ ０．６９ ０．７１ ０．４１ ０．７５ ０．４５ ０．５９ ０．２６ ０．６９

１９８９ ０．６３ ０．６７ ０．６５ ０．７２ ０．７６ ０．４５ ０．８０ ０．５８ ０．６３ ０．１９ ０．７２

１９９０ ０．６２ ０．５６ ０．７１ ０．７３ ０．７７ ０．４１ ０．７１ ０．５４ ０．５７ ０．１１ ０．７７

１９９１ ０．５６ ０．４７ ０．６０ ０．７４ ０．７４ ０．４４ ０．６６ ０．４４ ０．４８ ０．１５ ０．７４

１９９２ ０．４７ ０．５３ ０．５６ ０．６４ ０．６３ ０．４６ ０．４２ ０．４１ ０．４８ ０．１３ ０．７０

１９９３ ０．４４ ０．５２ ０．４１ ０．６０ ０．５５ ０．３９ ０．５３ ０．３３ ０．５０ ０．１１ ０．６５

１９９４ ０．４２ ０．３６ ０．４２ ０．５５ ０．５４ ０．３８ ０．３９ ０．３４ ０．７５ ０．１１ ０．５９

１９９５ ０．３６ ０．２９ ０．４６ ０．４１ ０．５０ ０．５７ ０．４６ ０．３７ ０．５０ ０．０９ ０．６４

１９９６ ０．３７ ０．３１ ０．３４ ０．４１ ０．４５ ０．５２ ０．５０ ０．３４ ０．４６ ０．０６ ０．５７

１９９７ ０．３８ ０．２３ ０．４７ ０．４０ ０．４１ ０．４３ ０．４２ ０．２４ ０．６７ ０．０９ ０．５３

１９９８ ０．３４ ０．３３ ０．５２ ０．３９ ０．３８ ０．５７ ０．５５ ０．２２ ０．５７ ０．０９ ０．５５

１９９９ ０．３７ ０．４２ ０．４６ ０．３７ ０．４４ ０．４５ ０．５１ ０．２５ ０．５６ ０．１９ ０．６１

２０００ ０．５１ ０．３４ ０．５８ ０．４９ ０．５０ ０．５６ ０．６５ ０．３６ ０．８２ ０．０８ ０．６３

２００１ ０．３７ ０．３１ ０．５８ ０．３０ ０．５０ ０．４８ ０．７９ ０．２５ ０．９６ ０．１０ ０．６１

２００２ ０．３１ ０．２５ ０．４６ ０．３２ ０．４０ ０．３１ ０．６９ ０．２６ ０．６５ ０．１０ ０．５８

２００３ ０．３４ ０．３１ ０．５２ ０．５６ ０．４２ ０．４８ ０．７４ ０．２７ ０．７６ ０．１２ ０．５５

２００４ ０．３４ ０．１６ ０．８５ ０．４２ ０．４１ ０．５３ ０．７３ ０．２５ ０．５７ ０．０９ ０．６２

２００５ ０．４３ ０．１７ ０．０２ ０．７７ ０．６０ ０．４５ ０．７９ ０．３２ ０．６７ ０．０５ ０．７４

２００６ ０．３７ ０．１４ ０．８１ ０．４２ ０．４６ ０．４３ ０．７０ ０．３８ ０．４１ ０．０９ ０．６６

２００７ ０．３８ ０．１７ ０．４５ ０．４３ ０．５２ ０．３９ ０．７８ ０．２８ ０．７９ ０．１０ ０．６３

２００８ ０．３５ ０．３７ ０．２３ ０．３４ ０．４９ ０．３２ ０．５３ ０．２４ ０．５６ ０．０７ ０．５６

付表２　業種別平均実効税率

製造業 水産 鉱業 建設 商社・
小売

その他
金融 不動産

海運空運
陸運運輸

倉庫
通信 電力・

ガス サービス

１９８７ ０．３６ ０．２２ ０．３６ ０．４３ ０．３９ ０．３９ ０．４８ ０．３２ ０．４２ ０．４７ ０．４２

１９８８ ０．３７ ０．４１ ０．３５ ０．４４ ０．４０ ０．３６ ０．４９ ０．３５ ０．４２ ０．４４ ０．４４

１９８９ ０．３６ ０．２７ ０．３６ ０．４２ ０．４０ ０．３３ ０．４７ ０．３３ ０．４２ ０．４３ ０．４４

１９９０ ０．３４ ０．３１ ０．３７ ０．４２ ０．３８ ０．３１ ０．４６ ０．３４ ０．４２ ０．４０ ０．４１

１９９１ ０．３３ ０．３３ ０．３３ ０．４０ ０．３７ ０．３０ ０．３８ ０．３５ ０．３８ ０．３８ ０．３９

１９９２ ０．３３ ０．３１ ０．３８ ０．３９ ０．３６ ０．２９ ０．４１ ０．３４ ０．３８ ０．４１ ０．４０

１９９３ ０．３１ ０．３４ ０．３６ ０．３８ ０．３５ ０．２７ ０．３４ ０．３２ ０．３７ ０．３９ ０．３７

１９９４ ０．３０ ０．２８ ０．３４ ０．３３ ０．３４ ０．２８ ０．３２ ０．３１ ０．４２ ０．４０ ０．３６

１９９５ ０．３０ ０．３２ ０．３１ ０．３３ ０．３４ ０．３２ ０．３７ ０．３０ ０．４５ ０．４１ ０．３６

１９９６ ０．３０ ０．３６ ０．４２ ０．３３ ０．３５ ０．３２ ０．３７ ０．３０ ０．３６ ０．４０ ０．３７

１９９７ ０．３０ ０．３０ ０．２７ ０．２８ ０．３４ ０．２７ ０．３６ ０．２９ ０．４２ ０．３９ ０．３７

１９９８ ０．３０ ０．３３ ０．３９ ０．３０ ０．３４ ０．２７ ０．３５ ０．３３ ０．４２ ０．３９ ０．４０

１９９９ ０．２９ ０．３８ ０．４３ ０．２８ ０．３４ ０．２４ ０．４３ ０．３１ ０．３８ ０．３１ ０．３７

２０００ ０．３３ ０．３２ ０．３４ ０．３１ ０．３４ ０．３５ ０．４４ ０．３７ ０．４０ ０．３１ ０．３９

２００１ ０．２９ ０．３４ ０．３１ ０．２５ ０．３４ ０．２０ ０．４１ ０．３１ ０．３９ ０．３１ ０．４０

２００２ ０．２９ ０．３４ ０．３５ ０．２５ ０．３１ ０．２３ ０．４２ ０．３３ ０．３４ ０．３５ ０．３８

２００３ ０．２８ ０．３０ ０．０９ ０．２３ ０．３３ ０．１５ ０．４１ ０．３６ ０．２８ ０．３６ ０．３８

２００４ ０．２７ ０．３６ ０．１４ ０．２２ ０．３３ ０．１８ ０．４０ ０．３４ ０．２７ ０．３３ ０．３４

２００５ ０．２８ ０．３６ ０．１１ ０．２０ ０．３３ ０．１５ ０．３９ ０．３６ ０．３１ ０．３１ ０．３４

２００６ ０．２７ ０．３０ ０．１０ ０．２０ ０．３２ ０．１４ ０．３８ ０．３３ ０．３０ ０．２８ ０．３４

２００７ ０．２５ ０．２５ ０．１３ ０．１７ ０．２９ ０．１４ ０．４１ ０．２８ ０．２６ ０．２９ ０．３４

２００８ ０．２５ ０．２５ ０．１７ ０．１９ ０．２９ ０．０８ ０．４７ ０．２８ ０．２５ ０．３２ ０．３１
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付表３　業種別投資率

製造業 水産 鉱業 建設 商社・
小売

その他
金融 不動産

海運空運
陸運運輸

倉庫
通信 電力・

ガス サービス

１９８７ ０．１０ ０．１０ −０．０２ ０．０８ ０．３５ ０．３６ ０．３７ ０．１２ ０．０７ ０．０６ ０．４２

１９８８ ０．１２ ０．０２ ０．０３ ０．２０ ０．２２ ０．４３ ０．２７ ０．１６ ０．００ ０．０６ ０．２８

１９８９ ０．２１ ０．１１ ０．１０ ０．１６ ０．２８ ０．４０ ０．３０ ０．１３ ０．２１ ０．０６ ０．３５

１９９０ ０．２２ ０．０３ ０．０６ ０．３０ ０．３５ ０．３８ ０．１９ ０．１５ ０．１９ ０．０８ ０．５５

１９９１ ０．２１ ０．４３ ０．１０ ０．２６ ０．２８ ０．４４ ０．４９ ０．４４ ０．０８ ０．０８ ０．４０

１９９２ ０．１３ ０．０８ ０．０５ ０．２７ ０．３７ ０．３５ ０．２５ ０．１１ ０．０４ ０．０６ ０．１９

１９９３ ０．０６ ０．０７ ０．０２ ０．１６ ０．１２ −０．０１ ０．１６ ０．０６ −０．０４ ０．１１ ０．５３

１９９４ ０．０３ ０．０９ ０．０８ ０．１３ ０．１２ ０．０３ ０．１４ ０．０５ ０．３４ ０．０６ ０．１９

１９９５ ０．０４ ０．１３ ０．１０ ０．１３ ０．１３ ０．１１ ０．００ ０．０２ ０．３２ ０．０３ ０．２１

１９９６ ０．１０ ０．０５ −０．０５ ０．０９ ０．１６ ０．１４ ０．３０ ０．１１ ２．４８ ０．０２ ０．１９

１９９７ ０．０８ ０．１０ ０．０６ ０．０８ ０．１４ ０．０３ ０．１９ ０．０６ ０．１４ ０．０２ ０．２７

１９９８ ０．０８ −０．０３ ０．０２ ０．０１ ０．１６ ０．１０ ０．１２ ０．０４ ０．４７ ０．０３ ０．２８

１９９９ ０．００ ０．０３ −０．０２ −０．０１ ０．３１ ０．０４ ０．２２ ０．０２ ０．８９ ０．０６ ０．２７

２０００ ０．０５ −０．０２ −０．１６ ０．０８ ０．１６ ３．１３ ０．５１ ０．００ ０．３７ ０．０５ ０．５９

２００１ ０．１０ ０．２１ ０．００ −０．０１ ０．１４ ０．０５ １．１４ ０．１６ ０．２４ ０．０２ ０．４１

２００２ ０．００ ０．０７ −０．１１ −０．０３ ０．２０ ０．２４ ０．６３ ０．０１ ０．０１ −０．０２ ０．２５

２００３ ０．０２ −０．０２ −０．０２ ０．０１ ０．１３ ０．１９ ０．４０ −０．０４ ０．０１ −０．０１ ０．２７

２００４ ０．０４ ０．０６ −０．０９ ０．０４ ０．２８ −０．０１ ０．９２ ０．００ ０．０９ −０．０１ ０．６２

２００５ ０．１３ −０．０２ −０．０２ ０．０１ ０．０８ ０．３６ ０．５２ −０．０４ １．７９ −０．０２ ０．２９

２００６ ０．０９ −０．０２ ０．００ ０．１５ ０．１０ ０．１１ ０．４３ ０．０１ ０．０９ −０．０２ ０．３１

２００７ ０．０７ −０．０４ ０．０６ ０．１１ ０．２２ ０．３２ ０．４５ ０．０１ ０．０５ ０．００ ０．４８

２００８ ０．０７ ０．０６ −０．１２ ０．０６ ０．２０ ０．０７ ０．９１ ０．５０ ０．３３ ０．００ ０．２７

付表４　業種別会社数

製造業 水産 鉱業 建設 商社・
小売

その他
金融 不動産

海運空運
陸運運輸

倉庫
通信 電力・

ガス サービス

１９８７ １，２５０ ７ ９ ２０５ ４２０ ２０ ５４ ９５ １０ ２４ １８２

１９８８ １，３４７ ６ ６ ２０８ ４５６ ３１ ５９ １０１ １１ ２４ ２０８

１９８９ １，３９４ ９ １０ ２２０ ４８１ ３２ ５８ １０５ １４ ２３ ２２７

１９９０ １，４０７ ５ ８ ２２９ ４９５ ３２ ６２ １０４ １４ １９ ２４２

１９９１ １，３４１ ８ １０ ２２４ ５１１ ３２ ５１ １１６ １６ ２０ ２５１

１９９２ １，２００ ８ ９ ２２９ ５０６ ３２ ３９ １１２ １６ ２２ ２３９

１９９３ １，２０３ ９ ９ ２２２ ５０１ ３２ ４３ １０６ １４ ２１ ２４８

１９９４ １，２３１ ９ ９ ２２８ ５０７ ３２ ５０ １０８ １６ １８ ２６９

１９９５ １，２７８ ９ ８ ２１６ ５６３ ２６ ５２ １１４ ２０ ２１ ３０６

１９９６ １，３０６ ８ ７ ２０９ ５４５ ２７ ６６ １０９ ２８ １８ ３５４

１９９７ １，０９０ ８ ７ １８２ ４８０ ２６ ６４ ９１ ２６ １８ ３４５

１９９８ １，００５ ８ ５ １６３ ５１６ ３１ ７１ ８８ ２６ １３ ３４３

１９９９ １，１６３ ６ ４ １６４ ５４５ ３０ ７２ ９４ ２８ ２１ ４０２

２０００ ９５２ ９ ７ １１５ ４９４ ２３ ８２ ６５ ３０ １５ ４００

２００１ ８２３ ５ ７ １１３ ４３８ ３０ ８８ ９２ ２３ １９ ３８８

２００２ ９２２ ７ ６ １０４ ４８２ ２８ ９７ ９６ ２５ １７ ３８８

２００３ ８４７ ６ ４ １０４ ４５３ ２７ １０４ ８１ ２５ １７ ４１０

２００４ ９７８ ５ ５ ９９ ４５１ ３６ １１０ １００ ２９ １８ ４１３

２００５ ８４１ ６ １ ９３ ４１２ ４５ １０５ ７０ ２５ １３ ３８７

２００６ １，０２６ ４ ５ １０８ ４３６ ５３ １１４ ９５ ２２ １６ ３７４

２００７ ９６５ ６ ３ １１０ ４２２ ３７ １００ １０１ １９ １０ ３３６

２００８ ５９５ ６ ２ ９２ ３３７ ２０ ４２ ８５ １７ ８ ２６６


